教職員の時間外労働、長時間・過密労働の解消こそ緊急の課題

―　中教審答申「今後の教員給与の在り方について」の見解　―

2007年３月30日　長野県高等学校教職員組合

長野県教職員組合

中央教育審議会は3月29日総会を開き、2006年7月から初等中等教育分科会のワーキンググループ（以下「ＷＧ」）で検討を行っていた「今後の教員給与の在り方について」を答申しました。

今回の教員給与の検討にあたって、文部科学省が40年ぶりに実施した「教員勤務実態調査」の暫定集計結果（2006年6月～11月）によって、小中学校教員の時間外勤務（休日、持ち帰り仕事含）は61時間を超えていることが明らかになりました。長野高教組の2006年7月の調査によっても、平日の月平均時間外勤務は66時間に及んでいます。また、長野県教組の2006年6月の調査では、義務・障害児学校の月平均時間外労働は79時間にも達しています。

このような長時間労働の中で、学校現場では健康破壊がすすみ、高校で全教職員の24.4％、小中学校で14.1％が疾病異常者となっています。しかも、近年、長期療養休暇者に占める精神系疾患の割合が高まり、高校で43.5％、小中学校で40％となっています(いずれも平成17年度　県教委学校保健統計)。

さらに、こうした長時間労働の実態があるにもかかわらず、教育職員には「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与に関する特別措置法」（以下「給特法」）の規定によって「時間外勤務は原則命じないもの」とされ、「時間外手当は支給しない」となっており、文科省調査でも明らかになったこの膨大な教職員の時間外労働に時間外手当は支給されていないのです。「教職調整」（4％）の一律支給はあるものの、それは「教育職員の職務と勤務態様の特殊性に基づき」、「俸給として支給」（いずれも「給特法」）されているものであり、仮に労基法の基準で時間外手当に換算しても月５時間程度の額にしかなりません。日本の労働法制を逸脱した膨大な「ただ働き」が学校現場の日常という異常な事態です。学校から事務職員を引き上げる「共同実施の促進」も、かえって教員の負担増となります。
答申の中では、この実態について「昭和41年の勤務状況調査と比べ残業時間が増加しており、まずはこの事実を認識する必要がある」と述べています。そして、その仕事の内容が「子どもの指導に直接かかわる業務以外の、学校経営、会議・打合せ、事務・報告書作成等の学校の運営に関わる業務や保護者・ＰＴＡ対応、地域対応」などに多くの時間を割かれているので、「何よりもまず教員が子どもたちに向き合い、きちんと指導を行えるための時間を確保することが重要である」と述べています。これは常態化した教員の時間外勤務が今回の実態調査で客観的に証明された結果であり、この分析そのものは一定評価できるものです。

しかし、答申は、教員の勤務実態調査で明らかになった時間外勤務の実態を抜本的に解消するための教職員定数増、教育条件改善のための教育予算確保は盛り込まず、教育再生会議第1次報告を受けて、「副校長(仮称)」、「主幹(仮称)」制度の整備、「指導教諭(仮称)」の新設など、教員の中の新たな階層分化、さらには「メリハリのある教員給与の在り方」として、教員給与に新たな差別を持ち込む「教員の給与の見直し」を提言しています。

教員給与の「メリハリ」と称する差別賃金については、「成績主義賃金」の導入・強化や、前述の副

校長、主幹、指導教諭の職務に対応した新たな級の創設、そして「教職調整額」（４％）制度の廃止に言及しています。「ＷＧ」では「時間外勤務は各教員で差がある」などの理由によって、一律支給の「調整額」ではなく、「職務負荷」などで支給率にメリハリを付けて支給する新たな「手当」とし、期末･勤勉手当や退職金の算定に含めないことなどを検討するとしています。子どもたちのためにと放課後、休日返上で献身的に働く教職員に寄り添い励ます提言とは到底言いがたいものです。

教職員特別手当の根拠法である人材確保法廃止の圧力が強まる中で、「優秀な人材を教員として確保していくために堅持していく」と明言したことは一定評価できますが、これもまた「教員給与の優遇措置についてその基本を維持しながら在り方を見直すことが必要」とメリハリを付ける方向での「見直し」に言及していることは注視しておかなければなりません。

さらに重大なことは、「教員の勤務時間の適正化」の名の下に、1年を通して平均週40時間となるよ

う「1年間の変形労働時間」の導入を検討する必要を答申したことです。変形労働時間制は、1日あたりの労働時間が長時間にわたり、生活のリズムが乱れ、肉体的にも精神的にも過重負担となるため、労働基準法でも厳しい規制が設けられているもので断じて認めることはできません。

以上のように、教職員の膨大な時間外労働や仕事内容の多様化・複雑化を認めつつも、「行革推進法」、「骨太方針2006」による教職員の人件費削減を前提とした審議会の答申であるため、「分析」と「解決策」は矛盾に満ちたのもとなってしまっています。

「何よりもまず教員が子どもたちに向き合い、きちんと指導を行えるための時間を確保することが重要である」というならば、月60時間以上もの時間外労働をせざるを得ない現状を解決するために、教職員の定数を大幅に増やすこと、教育条件を改善すること、そのための教育予算を確保することこそ、緊急にすすめていくべき施策であるはずです。

以上
